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急拡大が見込まれる太陽光パネルのリサイクル需要
～適正なリサイクル・廃棄に向けたスキーム等の検討が進む～

太陽光発電事業は事業主体の変更が行われやすい
こともあって、廃棄等にかかる責任の所在が不明瞭と
なり、費用等の問題から放置されるケースもみられるよ
うになっています。こうした現在の状況と将来の廃棄量
拡大を踏まえ、2022年7月より太陽光発電事業者によ
る廃棄等費用の積立制度が開始されました（図表3） 。
これは、買取義務者が認定事業者に支払う買取費

用から解体等積立金を差し引きし、電力広域的運営
推進機関に納付、同機関は納付された積立金を「取
戻し申請」まで保管する仕組みです。
環境省・経済産業省は今後、使用済みパネルのリサ

イクル・廃棄にかかる具体的なスキーム等を示す予定
です。産廃処理業者や運搬業者など関係事業者に
とって新たなビジネス機会にも成り得るだけに、その動き
に注目が集まっています。

2012年から始まったFIT制度(再生可能エネルギーの固定価格買取制度)を背景に太陽光発電設備の導入拡
大が進み、2022年12月末時点の累積導入量は70GW近くに達しています（図表１）。
一方、太陽光パネルの寿命は20～30年とされていますが、環境省によれば、仮に「寿命20年」とした場合の廃

棄量は2035年～2039年頃にピークを迎え、年間800kt程度に達すると予測されています。これは産業廃棄物の
最終処分量の9％に相当する量であり、使用済みパネルの適正なリサイクル・廃棄に向けたスキームの早期確立
が求められています（図表2）。

廃棄等費用の積立制度がスタート

使用済み太陽光パネルの廃棄量見通し

図表2 使用済み太陽光パネルの廃棄量予測

図表3 太陽光発電事業者による廃棄等費用積立制度

図表1 太陽光発電の容量別累積導入量（12月末）

（資料）資源エネルギー庁資料より当部作成

（注）解体等積立金は調整交付金（買取義務者の事務負担費）を差し引いた上で、
電力広域的運営推進機関に納付・保管される。

（資料）資源エネルギー庁資料より当部作成

（資料）環境省資料より当部作成
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